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世帯単位の動向に着目したエージェントベースの人口分布予測モデルに関する研究 
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(1) 目的：近年人口減少や社会基盤施設の老朽化が

懸念される中，全国の地方自治体が立地適正化

計画に取り組んでいる． Hasegawa et al. (2018) は

都市の将来像予測システム”MyCityForecast”を開

発した．このシステムでは，500 m メッシュ単位で将

来人口分布を推計し，居住環境の変化を推測した．

研究により，市民の”MyCityForecast”利用が公共

心の活性化に繋がるとの示唆が得られたが，公共

施設の維持管理・集約の検討に必要な利用者数

の推計には，より粒度の細かい建物ごとの将来推

計人口分布が必要になる．そこで本研究では， 
Akiyama et al.(2013) が作成した住宅の戸別に世

帯構成や構成員の年齢，性別を推計したデータを

用いて，建物ごとの将来人口を推計するための世

帯エージェントモデルを作成した．その結果を既存

の将来推計人口と比較することで，本モデルの妥

当性を検証した． 
(2) 方法：戸別データを元に，世帯の構成と分布を推

計する図１のようなエージェントモデルを構築した．

富山県南砺市で 2010 年から 5 年ごとに推計する．  
①生存者の決定：『日本の地域別将来推計人口』

(社人研)での属性別5 年後生残率の仮定値を世帯

の各構成員に適用し,生存者を決定する.  

②世帯の転入：国勢調査から, 2015 年の転入者数

/人口を属性別に算出.この割合が 2040 年まで続く

と仮定し，1〜3 人の世帯を作り上げ,空き家からラ

ンダムに住居を決定する. 

③世帯・構成員の転出：『日本の世帯数の将来推

計（都道府県別推計）』(社人研)の世帯主の属性

別・家族類型(6 種類)別世帯数の傾向に富山県南

砺市も従うと仮定し,世帯数分布の変化が沿うように

世帯を転出させる. 

④出生者の決定：人口動態調査(2011〜2015 年)

での出生順位別，母の年齢別出生数（全国）を用

いて、各世帯の出生者を決める． 

 

図 1：世帯推移モデルのフロー 

(3) 結果：2040 年までの本モデル推計結果から 500 
m メッシュ別の人口を算出し，500 m メッシュ

別将来推計人口(平成 29 年 国土政策局推計)と
比較した．図 2 のように，メッシュごとの人口

でプロットしたところ，2040 年でも決定係数

0.9371 と高い相関が得られた．それ以前の推計

値についても，0.939 以上の決定係数が得られて

いることから，地域の人口分布変化は十分に再

現できていると言える． 

 

図 2：500 m メッシュ別人口の相関      

(2040 年 富山県南砺市) 

(4) 今後の展望：世帯の住居地選択モデルを作成する

ことで, 補助金などの自治体の施策が人口分布に

与える影響を評価していきたい. 

(5) 使用したデータ： 
・「Z-map TOWNⅡ，テレポイント Pack! （2009 年）」株

式会社ゼンリン 

・「平成 22，27 年 国勢調査」総務省 
・「国土数値情報 500 m メッシュ別将来推計人口

（H29 国政局推計）」国土交通省 
・「将来推計人口・世帯数」国立社会保障・人口問題

研究所 
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